



































年には 280 社であったのが，2001 年には 535 社，
2011 年には 2,039 社であり，1990 年代の 10 年間に
























占めること（Marsh, 2013a, p. 4, p. 6），またバミュー






















第 4 に，2010 年の金融規制改革法の一部である非
認可・再保険改革法（Nonadmitted and Reinsurance 
Reform Act of 2010：NRRA）によって，サープラス
保険の保険料税は保険契約者の本拠地州が徴収するこ
とになることである。











































出所：杉野（2013，p. 90）の図表 1，BI （1992, 2002, 2012） より筆者作成。
図表2　オンショア・ドミサイルへの回帰
年代別割合 オンショア オフショア
1980 以前 8％ 5％ 95％
1981～1990 13％ 32％ 68％
1991～2000 27％ 35％ 65％
2001～2011 52％ 52％ 48％






1991 年から 2011 年まで，米国内のキャプティブ数
は 280 社→ 535 社→ 2,039 社と推移したが（図表 1），




みると，1980 年代が 10 州，1990 年代が 4 州，2000




米国内ドミサイルの変遷を 1991 年，2001 年，2011
年と 2013 年の 4 カ年についてみると図表 4 のとおり
であるが，1990 年代と 2000 年代に，米国のキャプ
ティブ数はそれぞれ 1.9 倍と 3.8 倍に 1），ドミサイル








が，1991 年から 2001 年にかけては 1.9 倍であるのに
対して，2001 年から 2011 年にかけては 1.5 倍の伸び





（707 社）に次ぐ世界 3 位であり，保険料と資産ベー





たのは 1973 年であるが，2001 年のキャプティブ数は
10 社であり，2011 年には 5 社を数えるに過ぎない。
1988 年にキャプティブ法を制定して 2001 には 16 社
（3 位）のキャプティブを有していたジョージア州は
2011 年にはゼロである。いま新興のドミサイルとし
て注目されているテネシー州（2011 年 4 社）やフロ
リダ州（2011 年ゼロ）がキャプティブ法を制定した










2011 年の 10 大ドミサイルのうち，1991 年の 10 大
ドミサイルにも含まれていたのは，バーモント州（1
位）とハワイ州（3 位）のみであり，この 2 州は第 1
グループのドミサイルである。サウスカロライナ州
（4 位），コロンビア特別区（5 位），デラウェア州（6
位），ネバダ州（8 位）は 2001 年の 10 大ドミサイル
にも入っており，これらの 4 州は第 2 グループのドミ
サイルである。残りのユタ州（2 位），ケンタッキー
州（7 位），アリゾナ州（9 位），モンタナ州（10 位）
の 4 州が第 3 グループのドミサイルである。
しかし第 2 グループのドミサイルは 2001 年の 10 大
ドミサイルにランクされていたといっても，そのキャ
プティブ数はテネシー州が 5 社，デラウェア州とネバ









る。ハワイ州は，1991 年は 3 位，2001 年は 2 位であ
り，30 年前からバーモント州に次ぐドミサイルで
あった。サウスカロライナ州はキャプティブ法を制定
したのは 2000 年であり，2000 年代という意味では，
後述の新興ドミサイルの多くと同じ分類になる（図表
4）。しかしそれらと異なるのは 2001 年の時点で 4 位
図表3　米国内（10大）ドミサイルの変遷
1991 年 2001 年 2011 年 2013 年
1 Vermont （207） a） Vermont （387） Vermont （590） Vermont （588）
2 Colorado （22） Hawaii （87） Utah （239） Utah （342）
3 Hawaii （21） Georgia （16） Hawaii （172） Delaware （298）
4 Tennessee （15） S. Carolina （13） S. Carolina （159） Hawaii （184）
5 Illinois （8） Colorado （10） D. C. （157） D. C. （172）
6 Delaware （5） Tennessee （5） Delaware （150） Montana （150）
7 Georgia （2） Delaware （3） Kentucky （137） Nevada （148）
8 Illinois （3） Nevada （127） S. Carolina （145）
9 Nevada （3） Arizona （97） Kentucky （128）
10 D. C. （2） Montana （83） Arizona （106）
New York （2） New York （50） New York （48）
RI （2） Missouri （19） Missouri （35）
Maine （1） Alabama （18） Tennessee （32）
Montana （1） Georgia （13） Alabama （27）
Michigan （5） New Jersey （15）
Colorado （5） Georgia （13） n
Tennessee （4） Oklahoma （11）
S. Dakota （4） South Dakota（9）
New Jersey （3） Michigan （7）
Maine （2） Colorado （4） 
W. Virginia （1） N. Carolina （4） nb） 
Oklahoma （1） Connecticut （4） n
Kansas （1） Maine （3）
Illinois （1） Nebraska （2） n



















何であるかは，2001 年と 2011 年の 10 大ドミサイル
を比較すれば一目瞭然である（図表 3）。2001 年は
バーモント州とハワイ州が「2 強」であり，その他 8
州のキャプティブ数は 16 社～2 社である。それに対
して，2011 年は，バーモント州以外の 9 州のキャプ






会社数（2011 年） 保険料（2010 年） 資産（2010 年）
バミューダ（862） バーモント州（738 億ドル） バーモント州（1344 億ドル）
ケイマン諸島（707） バミューダ（196 億ドル） バミューダ（1180 億ドル）
バーモント州（590） ルクセンブルク（115 億ドル） ルクセンブルク（679 億ドル）
ガーンジー（343） ケイマン諸島（87 億ドル） ケイマン諸島（580 億ドル）
バルバドス（270） ガーンジー（55 億ドル） ガーンジー（373 億ドル）
アンギラ（268） サウスカロライナ州（38 億ドル） マン島（90 億ドル）
ルクセンブルク（242） マン島（26 億ドル） ダブリン（75 億ドル）
ユタ州（239） ダブリン（22 億ドル） ハワイ州（73 億ドル）
英領バージン諸島（174） ハワイ州（12 億ドル） 英領バージン諸島（17 億ドル）
ハワイ州（172） シンガポール（6 億ドル） シンガポール（13 億ドル）
出所：杉野（2013，p. 91）の図表 2，BI （2012） と CR （2011） より筆者作成。
図表4　米国各州キャプティブ法制定（施行）年の分布
1980 年代以前 1990 年代 2000 年代 2010 年代
Colorado （1973） S. Dakota （1996） Kentucky （2000） New Jersey （2011）
Tennessee （1978） Maine （1997） S. Carolina （2000） Oregon （2012）
Virginia （1980） New York （1997） Arkansas （2001） Texas （2013）
Vermont （1981） Nevada （1999） Arizona （2001） N. Carolina （2013）
Florida （1982） Montana （2001）
Delaware （1985） Utah （2003）
Hawaii （1986） D. C. （2004）
Illinois （1987） Oklahoma （2004）
Kansas （1988） W. Virginia （2004）





10 州 4 州 14 州 4 州






である。ドミサイルの数が 14 州→ 25 州，キャプティ
ブ数が 535 社→ 2,039 社に増加していることからも想
像できることであるが，11 位以下の州を加えたもの
は図表 3 のとおりである。
図表 6 はキャプティブ・レビュー誌の 2012 年 8 月
号が米国ドミサイルの「新しい波」として取り上げた
デラウェア州，ケンタッキー州，モンタナ州，ユタ州











（2008 年改正），コロンビア特別区が 2004 年（2006 年
改正），デラウェア州が 1980 年代中頃（2010 年改
正），ケンタッキー州が 2000 年（2010 年改正），ネバ
ダ州が 1999 年（2011 年改正），アリゾナ州が 2001 年






















9 億 4,300 万ドル
（664 万ドル）

































4 億 4,000 万ドル
（184 万ドル）
831b，ビジネス州
出所：CR （2012 August, pp. 29-32）をもとに筆者作成。
a） 括弧内は BI （2014）による 2013 年の米国内ランキングである。
b） キャプティブ数は 2011 年末（規制当局），括弧内は 2013 年末（BI 2014）のものである。
c） 年間収入保険料は 2011 年末（規制当局）のもの，括弧内はキャプティブ一社当たりの年間保険料である。













がある州の例を挙げると図表 8 のとおりである（CR, 
2012, pp. 44-52）。セル会社でもバーモント州は図抜
けており，キャプティブの数は 22 社，セルの数は
125 個であり，セル会社の保険料は 4,965 万 3,000 ド
ル，管理下にある資産は 7 億 7,745 万 6,000 ドルであ
る。次いで多いのはコロンビア特別区であり，キャプ
ティブの数は 15 社，セルの数は 21 個である。特徴的
なのはデラウェア州であり，Series LLC が 27 社あ
り，ユニットの数は 185 個である。セル会社の保険料
も 2 億 2,313 万 4,000 ドルに上る。
（2）　主要ドミサイルの概要
上位 10 のドミサイルは，順序こそ多少の変動はあ
るが 2011 年と 2013 年では全く同じである（図表
3）。バーモント州は 1991 年から不動の 1 位である。2
位のユタ州と 5 位のコロンビア特別区は 2011 年と
2013 年では同順位である。デラウェア州は 6 位→ 3
位に前進，モンタナ州は 10 位→ 6 位に後退した。ネ









出所：CICA （2012， pp. 88-93）より筆者作成。
図表8　米国内ドミサイルとセル会社
会社数 セル数 保険料 資本金 保険料税 手数料
DE Sponsored 3 


















HI 2 2 $11.6million
（受再保険）

















出所：CR （2012, pp. 44-52） をもとに筆者作成。
56
位，逆にケンタッキー州は 7 位→ 9 位，ハワイ州は 3




数は 586 社で世界 3 位である。その中には For tune 
100 の 42 社，Dow 30 の 18 社が含まれる。2010 年の




ブが 50 万ドル，産業被保険者キャプティブが 50 万ド
ル，スポンサード・キャプティブとレシプロカル・
キャプティブが 50 万ドル，RRG が 100 万ドル，特別
目的金融キャプティブが 25 万ドルである。保険料税
は 2,000 万ドルまでが 0.38％（0.214％），2,000 万ドル
～4,000 万ドルまでが 0.285％（0.143％），4,000 万ドル




ル未満が 145 社，100 万ドルから 500 万ドル未満が
132 社，500 万ドルから 1,000 万ドル未満が 54 社，
1,000 万ドルから 5,000 万ドル未満が 127 社，5,000 万
ドルから 1 億ドル未満が 23 社，1 億ドルから 2 億ド
ルが 17 社，2 億ドルから 5 億未満が 19 社，5 億ドル
から 10 億ドルが 4 社である（CR ,  2013 Augus t , 
p16）。業種別分布は，製造業が 105 社，ヘルスケア
が 89 社，保険が 68 社，銀行が 45 社，専門職業が 34
社，建設が 32 社などである（CR, 2013 August, p16）。
2011 年には法人セル・キャプティブの制度を導入
した。保護セル会社は 18 社，セルの数は 100 を超え
る。バーモント州では毎年，規制当局と業界との間で
キャプティブ法改善のための協議が持たれている






2012 年中に設立されたキャプティブは 32 社であ
る。28 社がピュア・キャプティブ，3 社がスポンサー
ド・キャプティブ，1 社が RRG である。年間の設立
数が 40 社を下回るのはこの 7 年間で初めてのことで
ある（CR, 2013 March, p. 6）。2011 年末時点ではキャ
プティブ総数は 590 社であったが，2012 末では 588
社である。2013 年の新設キャプティブは 29 社（通算
1,013 社）であり，ピュア・キャプティブが 16 社，産
業被保険者キャプティブが 2 社，RRG が 3 社，スポ
ンサード・キャプティブが 3 社，特別目的金融キャプ
ティブが 5 社である。8 社がヘルスケアであり，病院
や医師によるキャプティブが増加する傾向は今後も続



















を挙げることができる（CR, 2013 August, p. 15）。
バーモント州を免許州とする RRG の割合は 37％であ
る（杉野，2011，p. 37）。
2013 年にはバーモント州は 1,000 番目のキャプティ

















界全体で約 245 社，その内米国キャプティブは 159 社
であるが，ユタ州，モンタナ州，ミズーリ州の 3 州が
米国分の 54％を占めている（CR, 2013 May, p. 14）。
2012 年中に設立されたキャプティブは 68 社であ
る。66 社がピュア・キャプティブ，2 社がスポンサー
ド・キャプティブである。2011 年末の 239 社が 286
社となった。2011 年に伸びたのは農業・小売・通信
分野である。2012 年の保険料は 4 億 5,000 万ドルであ
り，数十億ドルの州があることからすると非常に小さ





われていることが特徴である（CR, 2013 May, p. 15）。
2013 年にユタ州が認可したキャプティブの数は 87
社，セルの数は 45 個であり，2013 年末にはキャプ




ある（CR, 2014 March, p. 10）。
③　デラウェア州（2011 年 6 位）2）
デラウェア州は 1776 年に米国独立宣言をした 13 州








2010 年に改正している。キャプティブ数は 2001 年に
は 3 社（米国 7 位）であったが，2011 年に 150 社
（米国 6 位）となり，2013 年には 298 社に増加して米
国 3 位となった。
デラウェア州は 1996 年に米国で初めて Series LLC
（Series Limited Liability Company）の制度を取り入
れた。Series LLC は一連の LLC（有限責任会社）3）
からなるスポンサード（セル）キャプティブである。
スポンサーLLC，あるいはコア LLC の中に複数のシ





デラウェア州保険庁が Series LLC の第一号を認可
したのは 2010 年である。Series LLC はデラウェア州
法のもとでは，特別目的キャプティブ保険会社（Spe-



















Series LLC のコア LLC の最低資本金は 25 万ドル，
SUB の最低資本金は別途保険庁が定める金額，申請
手数料は 3,200 ドル，年間手数料は 300 ドル，元受保
険の保険料税は 0.2％（年間最高額 125,000 ドル），再
保険の保険料税は 0.1％（年間最高額 75,000 ドル），
最低年間保険料税は 5,000 ドルである。
2011 にはキャプティブからの税収が 120 万ドル以
上となった。これは初年度の倍を超えるものである。
2011 年末にはキャプティブを利用する企業の数は 338
社となり，保険料は 10 億ドルとなった（CR, 2012g, 
October, p. 14）。デラウェア州キャプティブの発展
は，キャプティブ市場が Fortune 500 から中堅企業へ
と拡大していることと軌を一にするものである。
④　ハワイ州（2011 年 3 位）4）
ハワイ州がキャプティブ法を制定したのは 1986 年
であり，27 年の歴史を誇っている。
キャプティブ数は 2010 年が 167 社，2012 年が 178
社，2013 年が 184 社である。保険料は 2010 年が 12
億 100 万ドル，2012 年が 25 億 6,000 万ドル，資産は
2010 年が 72 億 7,300 万ドル，2011 年が 90 億ドル，
2012 年が 143 億 7,700 万ドルである。キャプティブは
ハワイ州に 2,000 万ドルの経済効果をもたらしている
（CR, 2013j, p. 7）。2010 年～2012 年の 2 年間で，キャ
プティブ数は微増（107％）であるのに，保険料と資
産が倍増（212％と 198％）しているのが特徴である。
178 社中，日系キャプティブが 16 社ある（2012 年
12 月 31 日付け）。日系キャプティブの保険料は 8,308
万ドル，資産は 5 億 1,605 万ドルであり，それぞれ一
社当たり 519 万ドルと 3,225 万ドルである。
キャプティブに関して，専門家サービスや観光に費
やされた金額は 2012 年が 2,000 万ドル，2013 年は
4,500 万ドルになるものと見込まれている（HCIC , 
2013）。
最低資本金はクラス 1（再保険ピュア・キャプティ
ブ）が 10 万ドル，クラス 2（元受ピュア・キャプ
ティブ）が 25 万ドル，クラス 3（アソシエーション・
キャプティブ・RRG）と 4（スポンサード・キャプ
ティブ）が 50 万ドル，クラス 5（特別目的金融キャ
プティブ）は保険庁長官が決定する額である。保険料
税は，2,500 万ドルまでが 0.25％，2,500 万ドル～
5,000 万ドルが .15％，5,000 万ドル超が 0.05％であ




国西部が 135 社，東部が 29 社，中部が 11 社であり，
アジア・太平洋が 9 社，米国以外が 9 社である。業種
は，建設・不動産が 55 社，ヘルスケアが 33 社，通
信・製造が 31 社，小売・サービスが 27 社，金融が





















2011 年のキャプティブ数は 157 社で米国 5 位であ
る。キャプティブ法が制定されたのは 2004 年（2006
























米国内ランキングは 2001 年が 10 位，2011 年と
2013 年が 5 位であり，アリゾナ州，モンタナ州，サ
ウスカロライナ州などとともに健闘しているといえよ
う。
⑥　モンタナ州（2011 年 10 位）
州のニックネームは「大空の州」である。面積は米





キャプティブ法が制定されたのは 2001 年（2011 年
改正）である。2001 年が 1 社，2011 年が 83 社，2013
年が 150 社で米国 6 位である。最近 2 年間で順位を
10 位→ 6 位に上げており，6 位→ 3 位に上昇したデラ
ウェア州とともに注目のドミサイルである。2013 年
の世界ランキングも 13 位に進出した。2012 年の新設
キャプティブは 34 社であり（バーモント州は 32
社），キャプティブ法を改正して以降，年率 30％～


















ナ州，コロンビア特別区のみである（CR, 2013 May, 
p. 16）。2013 年 4 月には，セル・キャプティブをさら











ンショア・ドミサイルでは 20,000 ドル～35,000 ドル
はかかるところである。更新手数料は 300 ドル，アリ









⑦　ネバダ州（2011 年 8 位）
キャプティブ法が制定されたのは 1999 年（2011 年
改正）である。キャプティブ数は 2001 年が 3 社，

















申請手数料は 500 ドル，更新手数料は 300 ドル，管





が 20 万ドル，アソシエーション・キャプティブが 50
万ドル，代理店キャプティブが 60 万ドル，レンタ
ル・キャプティブが 80 万ドル，スポンサード・キャ
プティブが 50 万ドルである。保険料税は 2,000 万ド
ルまでが 0.4％（0.225％），2,000 万ドル～4,000 万ドル




は 124 社中 29 社，ハワイ州は 172 社中 16 社，アリゾ
ナ州は 97 社中 16 社である（CR , 2012 October , p . 
24）。RRG の免許州は上位の 6 州に集中しており，全
米 270 社中（2009 年），バーモント州が 79 社，サウ
スカロライナ州が 44 社，コロンビア特別区が 35 社，
ネバダ州が 30 社，アリゾナ州が 23 社，ハワイ州が
15 社である（杉野，2011，p. 38）。
⑧　サウスカロライナ州 6）（2011 年 4 位）
サウスカロライナ州がキャプティブ・ドミサイルに
なったのは 2000 年であり，世界的にみても急成長し
たドミサイルである。キャプティブ数は 2001 年が 13
社（米国 4 位），2011 年が 159 社（米国 4 位），2013
年が 145 社（米国 8 位）である。キャプティブ数は
（2011 年までは）米国 4 位（世界 12 位），資産は米国
2 位（世界 5 位），キャプティブ一社当たりの資産は













America，Michlin，Rober t Bosch，Sonoco Prod-
ucts，Louis Rich-Kraft Foods，BMW など名だたる大
企業のドミサイルとなっているからである。サウスカ
ロライナ州には世界のマネジメント会社，上位 10 社




には 2 万人の雇用を創出して 51 億ドルの投資を呼び


































⑨　ケンタッキー州（2011 年 7 位）
キャプティブ法が制定されたのは 2000 年（2010 年
改正）である。第一号が認可されたのは 2003 年，
2004 年の 4 社が 2011 年には 137 社（米国 7 位）に
なった。2000 年代に急成長した「新しい波」の一つ















る 。 保 険 料 税 は ， 元 受 保 険 が 0.40％ （ 0 - 20M）
→ 0.30％（20-40m）→ 0.20％（40-60m）→ 0.075％
（ 60m + ） で あ り ， 再 保 険 は 0.225％ （ 0 - 20m ）
→ 0.150％ （ 20- 40m ） → 0.050％ （ 40- 60m ）
→ 0.0025％（60m+）である（括弧内は課税対象の保
険料額，m ＝百万ドル）。
⑩　アリゾナ州（2011 年 9 位）
キャプティブ法が制定されたのは 2001 年（2010 年
改正）である。2002 年以降，リーマンショックの
2008 年までは着実に 2 桁成長を続けてきた。2011 年
はキャプティブ数 97 社で全米 9 位，2013 年は，キャ
プティブ数は 106 社に増加したが，順位は 10 位と
なった。
ア リ ゾ ナ 州 保 険 庁 の 2013 年 12 月 31 日 付 け の
Facts and Statistics によると，ピュア・キャプティブ
（元受）が 62％（66 社），ピュア・キャプティブ（再
保険）が 17％（18 社），RRG が 15％（16 社）などで
ある。業種はヘルスケアが 18％（16 社），建設が
21％（19 社），金融が 22％（20 社）などである。
図表9　新設キャプティブ数
South Carolina Utah Vermont
2003 39 1 77
2004 47 1 43
2005 21 13 37
2006 29 16 37
2007 27 63 32
2008 11 32 16
2009 13 33 39
2010 9 54 33
2011 7 69 41














2 位となった。親会社の規模でいえば Forbes-Largest 
Private Companies が 4％，Dow 30 が 2％，S&P 500


















キャプティブ数は 2011 年が 19 社，2001 年が 0 社
である。キャプティブ法が制定されたのは 2007 年
（2009 年改正）である。
保険料は 2009 年が 10 億ドル，2010 年が 16 億ド
ル，2011 年が 19 億ドルであり，2012 年には 66 億ド
ルに増加した。これはバーモント州やアリゾナ州に次
ぐ規模であり，キャプティブ 1 社当たりの保険料では
世界一である（CR, 2013 May, p. 14）。キャプティブ








（CR, 2013 March, p. 11）。10 億ドル以上が年間収保
10 億ドルを超える生保である RGA のものである。新
設 9 社のうち 8 社はミズーリ州の会社であり，そのう










2007 年 19 億 600 万ドル 15 億 4,000 万ドル 1 億 900 万ドル
2008 年 18 億 7,900 万ドル 16 億 9,200 万ドル 1 億 2,400 万ドル
2009 年 18 億 9,500 万ドル 17 億 4,800 万ドル 1 億 2,300 万ドル
2010 年 26 億 4,000 万ドル 27 億 400 万ドル 2 億 5,300 万ドル
2011 年 58 億 600 万ドル 32 億 2,400 万ドル 1 億 4,000 万ドル
出所：CR （2012 October, p. 23）。
63米国キャプティブの新展開に関する一考察
ミズーリ州内で保有しなければならないという条件が
ある（CR, 2013 May, p. 15）。法人セル・キャプティ
ブの制度を導入するための法案を審議中である（CR, 














合には 3％でしかない（CR, 2012d, July, pp. 38-39）。
世界のキャプティブ 6,000 社のうち，中堅企業のキャ
プティブは 2,000 社～4,000 社，中間をとって 3,000 社
と推測される。中堅企業を売上高 2,500 万ドル～10 億
ドルの企業であるとすると，全米でその数は 106,000
社，従業員数は 3,200 万人である。S&P 500 が雇用し
ているのは 2,560 万人である。これが 3％と推測され
る根拠である。今後，中堅企業への普及がさらに進む






















































の 50％以上が 2 時間半以内でソールトレークシ
ティーに到着できる。空港から車で 1 時間以内のとこ
ろに 11 のメジャーなスキーリゾートと 50 のゴルフ
コースがある。国立公園が 5 つ，ナショナルモニュメ
ントが 7 つ，国立レクレーションエリアが 2 つ，国有
林が 6 つ，州営公園が 43 カ所にある。ユタ州キャプ








































ティブの数としては 1995 年が 690 社， 2001 年が
1,600 社（Adkisson, 2006, p. 43），2011 年が 1,016 社，
2012 年が 826 社（BI, August 12, 2013）とするものが
あるが，米国キャプティブの総数からして，1995 年




























































2010 年 3 月 30 日に成立したヘルスケア教育調和法
































2001 年 9 月 11 日の同時多発テロ（9.11 テロ）から
1 年余を経た 2002 年 11 月 26 日，ブッシュ大統領が
テロ保険のための連邦法であるテロリスク保険法
（Terrorism Risk Insurance Act of 2002（ TRIA）に署
名した。連邦政府が再保険を引き受けること（federal 
backstop）によって保険会社にテロ保険の提供を義務
付けるものであり，2005 年 12 月 31 日が満期となる
時限立法であった。2005 年 12 月には同法を 2007 年
12 月 31 日まで延長する Terrorism Risk Insurance 
Extension Act of 2005（TRIEA）が成立した。さらに
2007 年 12 月には二度目の延長法である現行の Ter-
rorism Risk Insurance Program Reauthorization Act of 
2007（TRIPRA）が制定されたが，その満期は 2014 年
66




年の貨幣価値で 394 億ドルに上った（Har twig and 
Wilkinson, 2010）。その内訳は事業中断保険が 33％，
物保険が 30％，賠償責任保険が 23％である。これは
2005 年のハリケーンカトリーナの保険金が 400 億ド
ルになるまでは史上最大の保険損害であった。9.11 テ
ロによる経済的被害は当初 Miliken Institute によって
2,000 億ドルと見積もられたが，保険金支払いによる
復興もあるのでそれほどの被害額にはなっていないだ








TRIA 制定の目的は，第 1 に，保険市場の安定化に
向けてテロによる保険損害を官民で分担するための暫
定的な連邦のプログラムを作成することである（We-





























定の金額（trigger あるいは threshold という）を超え
る場合のみである。トリガーは 2002 年が 500 万ド
ル，2006 年が 5,000 万ドル，2007 年以降は 1 億ドル
とされた。TRIA の年間のてん補限度額は 1,000 億ド
ルである。保険会社の免責控除額は 2003 年が既経過
元受保険料の 7％，2004 年が 10％，2005 年が 15％，
2006 年が 17.5％，2007 年以降が 20％である。
TRIA は比例再保険であり，保有を超える部分の連
邦政府と保険会社との間の負担割合は 2002 年が 90％
対 10％，2007 年以降が 85％対 15％である。
保険業界としての保有額も定められており，2005
年が 150 億ドル，2006 年が 250 億ドル，2007 年以降























と南部が 3％，西部と北東部が 6％である（Marsh , 
2013b, p. 14）。テロ保険の保険料率は，保険価額（To-
tal Insured Value: TIV）が 1 億ドル未満の会社は 100









































2 に，15％の保有（quota share）があること，第 3
に，TRIA の発動には 1 億ドルの発動点（trigger）が





めにつくられたキャプティブが 100 以上ある（CR , 
2013 October, p. 10）。スーパーマーケットの Safeway
はテロ保険を付保するために 2010 年にハワイにキャ
プティブを設立した（Tassone, 2013, p. 26）。Host 










2013，p . 1）。Self-insurance Institute of America
（SIIA）もテロ保険が延長されない場合は，商業保険
者の 50％以上がテロ保険の引受を拒絶するだろうと












（Marsh, 2013b, p. 21）。
2013 年 2 月以降，テロ保険を延長させるための法
案がいくつか提出されている。2013 年 2 月 5 日，超
党派の議員グループが下院に提出した Terrorism Risk 
Insurance Act of 2002 Reauthorization Act of 2013 は，
内容は現行法のままで，期限のみ 2019 年 12 月 31 日
まで延長するというものである。その他，テロ保険制
度を 10 年間延長させるという Fostering Resilience to 
Terrorism Act of 2013 などである。
Beecher Carlson の幹部によれば，テロリスク保険
法が延長される可能性は 60％とのことである（Tas-













らである（Tassone, 2013, pp. 26-28）。
その後，2014 年 6 月時点では，上院に 1 つ，下院
に 3 つの法案が提案されている。上院の委員会では
22 対 0 の全員一致で，下院の委員会では 32 対 27 の
票決で法案が承認され，それぞれ本会議にかけられる
予定である。上院と下院の法案ではかなりの相違点が
ある。たとえば上院は 7 年の延長に対し，下院は 5 年
の延長である。いずれも保険会社の負担を増やす方向
での修正が盛り込まれている。上院は保険会社の負担




合は 80％とするが，NBCR の場合は 85％のままとす
る。発動点は通常兵器の場合は 5 億ドルに引き上げる




TRIEA と TRIPRA が成立したのも満期日である
2005 年 12 月 31 日と 2007 年 12 月 31 日の前夜であ














く）は，多国籍プールが 85 社（保険料規模は推定 8
億 5,000 万ドル），生命・長期障害が 25 社（2 億 5,000
万ドル），ストップロスメディカルが 9 社（2,500 万ド
ル），退職者医療が 3 社（4 億ドル），年金が 2 社（20









れば，EB キャプティブは今後 3 年間で倍増するだろ
うとのことである（Ireland, 2014）。会員会社 136 社




















のは，2000 年に労働省（U.S. Department of Labor: 
DOL）の認可を得た Columbia Energy Group の長期
障害給付のためのキャプティブである（Landry, K. 







る。そのため ERISA では，EB キャプティブへの付保
は，そのキャプティブの引受の 50％が非関連ビジネ
スでない限りは，禁止取引とされていた。しかし 





の Columbia Energy Group のケースである。DOL は
2003 年 5 月には，2 件目の PTE を認可した。Archer 
Daniels Midland Company（ADM）の団体生命保険を
引き受けるキャプティブである。
この ADM ケースによって PTE 申請の迅速審査
（fast tracking procedure）が可能となった。EXPRO
と呼ばれるものであり，PTE の申請に際しては，先
例を 2 件挙げることを求めていたが，Columbia Ener-
gy ケースと ADM ケースがその格好の先例となった
ものである（Salter, 2003, p. 42）。Columbia Energy









bia Energy ケースと ADM ケースでは認可までに 1 年
間を要したが EXPRO では審査期間が 45 日間に短縮
され，2003 年の International Paper Co. を皮切りに H. 


















（Ralph, W. and B. Quinn, 2013, p. 9）。多国籍企業の
EB キャプティブは，経済面はもちろんコーポレート
ガバナンスやリスクマネジメントの面でのメリットも
大きい。ERISA の PTE による EB キャプティブは，
シングルペアレント・キャティブが約 30 社ある。さ
らにほぼ同数の中小企業（従業員 50 人～1,000 人）に
よるグループ・キャプティブがあり，グループの規模
は 8 社から 20 社程度である（Fitzgerald, 2013, p. 15）。
③　従業員給付と自家保険
ヘルスケアのコストは物価をはるかに上回る幅で上
昇しており，1999 年から 2010 年の間には，インフレ
が 31％であったのに対して，健康保険の保険料は
138％ものアップとなった。ヘルスケアのコストが



















ある。従業員が 200 人から 999 人までの企業について
は，自家保険を採用する企業の数は，1999 年には
48％だったのが 2010 年には 58％に上昇した（Wojcik, 









の場合には 248 ドルであった（Ferguson, 2012）。
PPACA では損害率は最低 85％（100 人以上の大規
模団体）あるいは 80％（100 人未満の小規模団体）で
なければならないとされたので，それも自家保険への
移行を促す要因の一つである（Wojcik, 2012, p. 3, p. 






















対象とはならず，DOL からの PTE の認可も不要であ
る（CR, 2013 October, p. 38）。





















である（CR, 2013 October, p. 35）。たとえば従業員
500 人～700 人の企業が 10 社でグループ・キャプティ
ブをつくれば，ロス予測の精度やボラティリティは従
業員 5,000 人～7,000 人の企業と同等のものとなる。
10 社はそれぞれ保有額（A 社は 7.5 万ドル，B 社は
10 万ドル…）を決めて，その上にてん補限度額 10 万
ドルのグループ・キャプティブ（ストップロス・キャ
プティブ）をもつことにすれば，その上のストップロ
スカバーの保険会社からすれば A 社については 17.5









Berkley Accident and Health は 2011 年から扱い量が
倍増，2014 年には過去最高になると予想している
（CR, 2013 October, p. 40）。
（7）非認可・再保険改革法
非認可・再保険改革法（Nonadmitted and Reinsur-
ance Reform Act of 2010：NRRA）とは 2010 年金融規



















































合は 28％である（CR, 2012 September, p. 19）。
例を挙げると，ミズーリ州の建設会社である Alber-
ici Corporation は，2011 年にミズーリ州に 3 社目とな
るキャプティブを設立した。1 番目（1992 年）の会社
はバーモント州の Contractors Casualty，2 番目
（2000 年）の会社もその後バーモント州に移転した
NC-3 である。主に利用しているのは NC-3 であり，





フロリダ州の Ryder System はバミューダにキャプ
ティブをもっているが，NRRA によってフロリダ州で
課税されると，賠償責任保険と労災保険で 1 億ドルの







al., 2012, pp. 27-28）。
NRRA に関するモデル法は National Association of 
Insurance Commissioners と National Conference of 
Insurance Legislators（NCOIL）によるものがある
が，各州の対応は多様であり，統一よりは混乱が目立




締結されており，9 州が Surplus Lines Insurance 
Multistate Compliance Compact を 11 州が Nonadmit-

























2001 年には米国内ドミサイルの数は 14 州，キャプ
ティブ数は 535 社であったのが，その 12 年後の 2013
年には，ドミサイルの数は 2 倍の 28 州となり，キャ






























間以内（CR, 2013 May, p. 11），テネシー州 1 週間以








































































3.8 倍にもなったのは，一般には 2001 年の 9.11 テロ以降の
米国保険市場のハード化と，U.S.A. Patriot Act of 2001（米国
愛国者法，正式名は Uniting and Strengthening America by 
Providing Appropriate Tools Required to Intercept and 













4） とくに明記したもの以外は，2014 年 2 月 25 日，ハワイ州
政府を訪問した際に入手した 2013 年 12 月 31 日付の資料，
2013 年 11 月に東京で行われたハワイ州政府のセミナーで配
布された資料，および CR（2013k, November, p. 7）による。
5） 以下，モンタナ州の利点に関する記述は Aschkenasy
（2013）に依拠した。











8） とくに明記したものの他は Tassone（2013, pp. 26-28）に依
拠した。
9） たとえば 2002 年 9 月の調査では，17 州において 155 億ド
ルの不動産プロジェクトがテロ保険の入手難によって中断あ
るいはキャンセルされた。またムーディーズは商業用不動産
抵当証券の格付けを 45 億ドル格下げした（Webel, 2012, p. 
7）。
10） Webel（2012），中江（2014）などに依る。
11） 9.11 テロ以降，米国内で発生したテロは 24 件以上にもな
る（Business Insurance, May 6, 2013, p. 12）。
12） Kaiser/HERT ”Survey of Employer-Sponsored Health 
Benefits, 2011” によれば，健康保険を自家保険にしている企
業の割合は，従業員 50～199 人が 20％（85％），従業員 200
～ 999 人 が 50％ （ 90％ ）， 従 業 員 1,000～ 4,999 人 が 79％







（CR, 2014 February, p. 23）。
14） たとえばバーモント州キャプティブ協会は Coalition for 
Captive Insurance Clarity を設立している（CR ,  2013 
January）。




16） サウスダコタ州は 2013 年 7 月 1 日付けで保険料税を
「5,000 ドルか 0.25％のいずれか大のもの」から「5,000 ドル
か 0.08％のいずれか大のもの」へ軽減した（CR, 2013 May, 
p. 10）。
17） ノースカロライナ州では最低資本金は 25 万ドルであるが
保険庁長官の裁量によってそれよりも低額で可とされること
があるので，小企業にとっては魅力のあるドミサイルである
（CR, 2014 February, p. 11）。
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